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企業部門における改善の動き
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（2010年=100）

（資料）貿易統計 ※輸出金額は季節調整値。輸出数量は内閣府による季節調整値。

輸出～足下では、数量も増加
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東証一部上場企業
（2014年度通期見通し）

（連結ベース、見通し）

還流率（左軸）

（％） （兆円）

再投資収益
（右軸）

配当金等
（国内への還流）
（右軸）

（資料）国際収支統計

（年）

経常利益～過去最高の水準 海外収益～直接投資収益の7割弱は、国内に還流

全規模（単体）

65.9兆円

59.4兆円

49.6兆円

45.6兆円

（兆円）

（年）

（資料）法人企業統計季報（経常利益（金融業、保険業を除く））、日経NEEDS

海外設備投資比率～足下で、横ばい

（資料）海外設備投資比率は、海外現地法人四半期調査、法人企業統計季報による季節調整値（X-12-ARIMAによる試算値）。
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輸出数量
1月：前月比＋5.7％

輸出金額
1月：前月比＋1.8％
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国内設備投資の動き

①電子デバイス スマホ向け部品の輸出増が投資・雇用を生む

輸出増加
•村田製作所は、福井県越前市に新工場建設を計画。２年間で約100人の新規雇用を見込む。

•ソニーは、ルネサスエレクトロニクス鶴岡工場（山形県）を取得。

②電気機械 逆輸入していた家電製品の生産の国内回帰

国内回帰

•パナソニックは、14年7月、卓上ＩＨ調理器の

組立工程を中国から神戸市に移管。

•ＯＫＩデータは、国内市場向けA3ﾓﾉｸﾛﾌﾟﾘﾝﾀｰ

全ての生産を中国から福島市に移行。

⑤ロボット 中堅・中小でも投資の動き

人手不足

への対応

•安川電機は福岡県中間市に、

ロボットの部品加工から組立

までの一貫生産体制を構築。

•武蔵野（埼玉県朝霞市）は、

労働集約型の弁当盛りつけ

工程に、ロボットを導入。

④化学 電子材料の輸出増と設備投資

輸出増加

•住友化学は、電子材料等により売上増加。ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ二次

電池用ｾﾊﾟﾚｰﾀの生産能力を増強中(約2.3倍､50億円)

(愛媛県新居浜市)。
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⑥航空機 輸出増と下請へのプラス効果

輸出増加

•重工各社は、航空機部品増産の

ため、中部を中心に設備増強。三

菱は下関造船所・広島製作所、ＩＨＩ

は相馬工場でも、設備を増強。

•ウラノ（埼玉県上里町）は、長崎

県東彼杵町に工場を増設。３年で

100名程度の新規雇用を検討。
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よこ す か し

⑦工作機械 世界需要の伸びを背景に輸出増

輸出増加
•ファナックは、栃木県壬生町に工作機械等

の数値制御(NC)装置等の生産拠点を新設。

③自動車
国内回帰・輸出増加と

下請へのプラス効果

国内回帰
輸出増加

•日産は北米向けＳＵＶのローグにつ

いて、年間約10万台を国内生産・

輸出とすること等を検討（福岡県

苅田町、神奈川県横須賀市等）。

•不二電子工業（静岡市）は､国内外

の需要増大に対応するため、デン

ソー等が立地する千歳市に生産拠

点を新設。



事業革新・再編 賃上げ 攻めの投資

「稼ぐ力」の向上に向けて

・賃上げに向けた政労使の合意
・所得拡大促進税制

・産業競争力強化法５０条の活用
・グローバルベンチマークの策定

・設備投資促進税制
・研究開発税制
・ベンチャー創造協議会の創設

・株主総会プロセスの見直し

（対話・議案検討の期間確保・質の向上）

・有用な情報の効率的開示

（年度・四半期、中長期的な企業情報）

コーポレートガバナンスコードの策定

スチュワードシップコードの策定

「攻め」のガバナンス体制の強化
企業と投資家の対話促進・取締役会への上程事項の見直し等

(「機動的」な経営を実現)

・社外取締役の更なる活用を促進

(経営に「多様な意見」を取り入れる)

・業績連動報酬の導入促進等

(「果断」な経営へのインセンティブを付与)

会社法の改正

経営に対する働きかけ強化 資金サイドからのモニタリング強化

【次の一手】
【次の一手】

ＧＰＩＦの改革

企業による
「攻め」の経営判断

企業収益の改善

・基本ポートフォリオの見直し
（運用資産の50％を株式投資へ等）

・顧客と投資先企業を視野に入れた「責任ある
機関投資家」として果たすべき諸原則
・コードの受け入れ企業名を公表

・社外取締役の導入を促進
（置かない場合は説明義務）

・上場会社のコーポレートガバナンス上の諸原則
（２名以上の独立社外取締役の設置等）

3
「成長戦略の見える化」、地方創生の推進等を通じた地域、中堅・中小企業の「稼ぐ力」の底上げ
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（参考１） 2015年度に向けた民間消費、設備投資及び生産の動向
～４月以降は、いずれも、前年度比がプラスに転化

民間消費（実質）
消費増税の反動減の終息、実質賃金の上昇に
より、対前年同期比で、消費はプラスに転化。

設備投資（実質）
過去最大の企業利益を受け、

対前年同期比で、設備投資は増加。

生産
内外需の増加、交易条件の改善により、

対前年同期比で、生産は上昇。

（資料）内閣府「国民経済計算」、経済産業省「鉱工業生産」、日本経済研究センター「ESPフォーキャスト３月号」 （2015年3月6日）
※2015年以降の前年同期比は、季調値から計算。

(%)(%) (%)(%) (%)(%)

2015年４月以降

民間見通し
前年同期比（右軸）

民間見通し
前年同期比（右軸）

民間見通し
前期比（左軸）
2015年度通期

1.64％

2015年４月以降

民間見通し
前年同期比（右軸）

民間見通し
前年同期比（右軸）

民間見通し
前期比（左軸）
2015年度通期

3.62％

2015年４月以降

民間見通し
前年同期比（右軸）

民間見通し
前年同期比（右軸）

民間見通し
前期比（左軸）
2015年度通期

3.94％

▲5.0



※件数ベース

中小企業

50.7%

大企業

49.3%

製造業

38.7%

小売業

27.3%

医療・福祉

8.3%
生活関連サー

ビス業・娯楽業

6.0%

宿泊業・飲食

サービス業

5.5%

卸売業

3.3% その他

11.0%
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（兆円）確認書発行累計件数及び投資総額（累計）（千件）

（参考２） 産業競争力強化法に基づく設備投資促進税制の利用状況

 Ａ．先端設備導入、Ｂ．生産ラインやオペレーションの刷新・改善に資する設備投資について、即時償却又は
５％税額控除により支援。製造業に加え、物流・流通サービス業等の非製造業も利用可能。

 2014年１月の産業競争力強化法施行後、既に１４万件超の申請あり。

5

Ｂ．生産ラインやオペレーションの刷新・改善

旧モデルと比べて年平均１％以上生産性を向上させる最新モデル

Ａ．先端設備単品の導入

投資収益率が１５％以上（中小企業は５％以上）

設備種類毎の内訳

141,045件

業種毎の内訳

確認書発行件数

3兆2,493億円

企業規模毎の内訳

証明書発行件数（累計）

5,425件

※件数ベース ※件数ベース

0

5

10

15

2014年4月末 7月末 10月末 2015年1月末

（万件）

機械装置

52.0%
器具備品

22.4%

建物附属

設備

19.2%

ソフトウエア

6.2%


